
行政視察報告 

視察日時 令和６年１０月７日（月） 

視察場所 熊本県益城町 

視察項目 防災・減災の取組について 

視 察 者 常任委員会委員７名 同行当局職員１名 事務局職員１名 

視察概要 

 

益城町は、平成 28 年の熊本地震で震度７の地震が２回あり、建物の約

98％が被害を受けた町である。当時の避難者は、1万 6,050人（約 50％）。 

住民の防災意識の強化と協力体制の強化について伺った。自主防災組織

への支援がインセンティブになり活発な組織維持につながったとのこと。 

消防団の充実のために、消防団の行動基準のマニュアル化を進め、団員の

60歳までの定年延長を実施しており、今後、定年廃止も検討していた。 

以下、具体的な取組について記載する。 

１ 自主防災組織・防災士の育成 

（自主防災組織の組織率 64.9％：全世帯消防団参加により自主防災

組織未結成の地区があるため数値は低い） 

（1）自主防災組織設立事業の補助金：５万円 

（2）自主防災組織活動補助金：上限年額 2万 5,000円 

（3）町独自で防災士養成講座を実施 

（4）熊本県が実施する「火の国防災塾」（防災士資格取得）の周知 

（5）防災士資格取得に係る費用を助成 

（6）防災士連絡協議会の結成（会員 98名） 

２ 防災教育 

（1）防災講話（小中学校）の実施 

（2）熊本地震の記憶の継承事業 

３ 事業所・各団体等との連携 

災害時応援協定締結（締結企業団体は 41団体） 

ドローン協会、キッチンカー協会などと連携し、行政で足りない部分

を補完 

４ 消防団の充実 

消防庁の「消防団の力向上プロジェクト」を活用し、消防団員への資

格取得全額補助（クレーン、フォークリフト、チェーンソー技能など） 

本市に生 

か せ る 

視 点 

 

本市においても、防災・減災対策は必要不可欠です。 

本市では、益城町が経験したような大災害を経験していませんが、「備え

あれば患いなし」、体験を生かした復興のまちづくりを行っているところを

勉強してきたことは意義がありました。一番は支援事業についてで、本市

と比較して使途や金額などの使い勝手が良いと思いました。 

 




